明治、大正期における「知的障害」児の教育について(2) by 千村 洋一朗






































明治33年度 (1900) 76.56% 
明治34年度 (1901) 82.42繁
明治35年度 (1902) 88.57% 
明治36年度 (1903) 91.63% 
明治37年度 (1904) 94.64% 
































































































































































































































学令児童総数 32、287人 (100%) 
就学免除者数 374(1.2) 
（内訳）
盲者 49 
聾唖者 76 
不具廃疾者 25 
白痴 54 
痕癖 7 
保護者貧窮 54 
其）他 109 
三宅は、この調査の結果、東京市における就学免
除、就学猶予児童及び特殊児童の数が「著シク多大
ナルヲ知リテ此種児童二対スル設備ノ益々急務」で
あることを論じている（「国家医学会雑誌」 306号、
大正元年-1912-『叢談』）。
この論文の中で、三宅は「斯ク多数、特殊児童ガ
我東京市二存ストセバ是等二対スル公ノ設備一月モ
忽セニスベカラザルモノナリ」とし、「近時諸外国
ニ於」いて白痴院、白痴学校等の特殊学校が「甚ダ
隆盛ヲ極メ」ている状況にも触れ、これらは「一面
其可憐ナルモノニ対スル人道的崇高ナル思想二基
ク」のみならず、「尚他面二於テ是等ノ者二相応ノ
特別教養ヲ施セバ其効果意外二大ナルコトヲ知リ、
自然国家経済上甚大ノ好影響アルベキコトヲ覚リ、
以テ是等ノ設備ヲ重要視スルニ至レルモノ」と説明
する。三宅は、更にこの2年後、大正3年に「白痴」、
「低能児」に関する学問的研究や「其ノ実際的処置
ノ普及」に関して、近年、特に進歩が見られるよう
になってきた事由として、これらの児童が早期に特
別の教育をうければ「常人ノ域二達セシムルコトハ
至難」であり「殆ンド不可能ノ事」としても「尚多
小ノ効果」のあることとともに反面「社会的二之レ
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ヲ放任スレバ所謂不良少年乃至幼年犯罪者トナリ、
社会ヲ茶毒スルコト多大ナルベキヲ知リ」 これら
の児童の教育や「其処置方法」が教育上、又刑事政
策上「看過スベカラサル重要問題」となってきたこ
とをあげている（三宅鍍ー著「白擬及低能児」（日
本小児科叢書第十篇）大正3年-1914)。
4.社会・刑事政策上の「重要問題」
ここで三宅は、白痴や低能児の教育や「其処置方
法」を「看過スベカラザル重要問題」であるとする
その理由の一つとして、これを放任した場合に、彼
等は「不良少年」や「幼年犯罪者」となり、国家や
社会に悪影響を及ぽすことをあげている。即ち「知
的障害」児の教育問題を、刑事政策や社会政策上の
問題との関連でとりあげていることは改めて注目さ
れよう。
またドクトル・児童研究家の三田谷 啓も「特殊
教育の急務」と題する小論の中で、具体的に次のよ
うに述べている（「時論」第1113号、大正5年-1916-
3月）。
「世に不良少年と云ふものあり。個人及び社会に
悪しき影響を及ぼしつつあることは人の知るところ
なり。又所謂浮浪者なるものあり。身に職なければ
住食の道に因じて悪事を働くなり。又少年にして犯
罪するものもあり。或は幼少にして自殺するものも
あり。以上の如きは当該個人の不幸は言ふまでもな
く他人又は社会に及ぼす損害は蓋し莫大なるもの
也。直接に又は間接に社会を毒しつつあることは実
際驚くべきなり」として「右の如き社会を毒しつつ
ある人々の中に精神薄弱又は精神低格のものの数甚
しき多きこと」を指摘する。そして、日本において
は「此種の人々すら尚ほ十分に処置するの道開けず」
また「予防法」のないことを嘆じ、この故に特殊教
育が「急務」であると訴え、その実現をもとめてい
る。 また「時論」においても「白痴に就て」「相
応の教育を施せば或程度迄は発達するものであるか
ら是非とも適当の教育を施さねばならぬ。若しも之
を放任しておくと、徒らに放火窃盗等の犯罪者又は
醜業婦などが増加するばかりである。併し之等を普
通小学校へ収容するとすると、小学児童の為めにな
らぬと同時に、鈍愚児にとっても不利であるから、
之は何うしても国立の白痴院を建てて、国家事業と
して教育しなければならない」と、外国の例をあげ、
その実現をもとめる記事がみられる（「時論」第
1152号、大正6年-1917-4月）。
このような、世論の動き、そして社会的背景の中
で、文部省は低能児教育を看過できない問題と認識
したのであろう、「此際全国各地方庁管下に於ける
特殊施設を調査し、これが救済の方法を講ず」べき
旨の「低能児教育方針」を固めるに至ったことを
「時論」は報じている（第1137号、大正5年-1916-11
月）。
大正7年になると、ドクトル三田谷 啓は「経費
節減」で「普通教育すら不充分であるのに、特殊教
育まで辿も手が延びぬ」とする政府当局に対し「貧
民救護、病院、監獄等に支出せらるる幾部分を割い
て」でも「異常児教育」に支出しておけば、将来、
それらの経費を節約できるとし、これこそが「活き
た金を使う方法と言ふべき」と述べ、政府の一日も
早い対応をもとめている（「時論」第1189号「異常
児救済策」大正7年-1918-4月）。特殊教育に対する
経費を、将来の社会、福祉、経済政策のための諸経
費支出の節約と結びつける論旨は別におくとして
も、その展開の中には「異常児救済策」の実現を求
める彼の強い熱意が感じられる。
なお、東京高等師範学校教授乙竹岩造も、この
年に「時論」誌上で「低能児教育」について、それ
が必要な理由を（1)慈善救済の見地 (2)経済授産の
見地 (3)社会政策及び刑事政策の見地をあげ、 (3)
について次のような説明を行っている（第1206号、
「低能児教育の急務」大正7年-1918-10月）。
彼等が保護者や関係者の世話になっている時代は
別にして、一且これ等の扶助者を失った場合は「不
良な誘惑」に陥り易く「元来が低能児であるが故に
夫れだけ不良な誘惑に抗する力が薄弱で、動もすれ
ば本物の不良者となり終り遂には」犯罪を犯して社
会を害するのである。「そこで之れに至るを未然に
防がんとすれば先ず低能児を教育するより外に策が
ないといふことに帰結するのである。」と。
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以上にみられるように、この時期になると、「白
痴」や「低能児」の教育（施設）に対する関心、さ
らには、その的確にして迅速な政府の対応を望む声
が、上記のような「社会政策」や「刑事政策」上の
理由も加わり、教育や医学の関係者を中心に一段と
高まりをみせてくる。このような状況を反映したも
のであろう、同年、東京市教育会では、前掲、三田
谷啓に嘱託して、東京市内の小学生の中の低能児
を対象とした系統的な調査を行うこととし、まず、
本郷区内1万余名の男女生徒に関する調査の報告書
を各方面に配布する、という記事が「時論」にみら
れる（第1190号、「低能児特殊教育」大正7年-1918-
5月）。
5.職業的自立に向けての「低能児教育」
ここで、当時、関係者は「低能児」の教育をどの
ように考えていたのであろうか。その目的、方法、
内容について探ってみたい。
三宅鍍ーは、前掲著者「白擬及低能児」の中で低
能児を教育する目的に適した設備ある所として外国
の補助学校 (Hilfsschule) をあげ、そこでは「先ヅ
其ノ個性ヲ深ク鑑別シ其ノ個性二応ズルヤウノ教育
ヲサキトシ、其ノ人ノ不能ナルトコロヨリハ其ノ人
ノ長ズル所ニカヲ致タシ、又一般二智能教育二不要
ナル教材ヲ避ケ、タダ消化セラレ得ベキ材料ヲ少数
二而カモ確実二授クルコトトシ又疲労二陥ラシムル
コトナカラシメ、智ヲ以テ世二立タシメンヨリハ、
実業、労働ヲ以テ糊ロノ道ヲ得セシメンコトニ意ヲ
用フルモノトス」としている。つまり、個性を伸長
し、長所を育て、「智能」の教育よりは、将来の生
活の支えとなる職業に必要な知識技能を授ける教育
が重視される。また同著に収録されている「東京高
等師範学校内二級編成補助学校設備実際梗概樋口
長市氏編」においては、欧米における状況やさらに
同校における教育実践の体験を通し、次のように述
べられている。
「境遇上」の原因による低能児と区別される「真
正ノ低能児ハ、如何二教育スルモコレヲシテ、普通
児卜同等ノ成績ヲ挙ゲシムルコト能ハザルハ、欧米
ニ於ケル永キ経験ノ証明スルトコロナリ。サレバ補
助学校ノ教育二於テハ徒ラニ、難キヲ児童二求ムル
コトナク最初ヨリ目的ヲ卑近ニトリ、先ヅ、児童ノ
常識並二徳性ヲ涵養シ、早ク職業上ノ智識技能ヲ授
ケテ自活ノ道二就カシムルヲ得策トス。」そして、
日常生活では常識に欠点がなければ、不自由を感ず
ることも少なく、徳性に甚しい欠陥がなければ「社
会二害毒」を及ぼすこともなく、普通の自活の道を
歩むことができ「進ンデ社会二貢献スルコト能ハザ
ルモ、退イテ社会ノ厄介物タルコトハ免カルベケレ
バナリ」とする。そして教育の内容は、知能の教育
としては、「常識ノ養成」、性格の教育としては、
「専ラ徳性ノ涵養」、補習教育では、「専ラ、職業ノ
教育」が、それぞれ重視される。
また教育の方法としては、普通児とは異なり、教
材の選択、直観教授、個人教授、反復練習等の配慮
が重点的に行われる。
三宅鍍ー自身も、「真の」低能児（病的低能）は
「普通の児童と全く性質の異なるものであること」
は明らかであり、「如何に努力しても到底これを普
通児童と同ーに達せしむることは出来ない」と医学
者、医師の立場から断じ、「低能児教育の理想とし
ては、普通の児童とは学校も異にし、特殊の教科書
を用ひ、時間割の如き、時間の長短の如きも別に定
め、教授の方法も改め、実物教授、直観教授を多く
することが必要である」としている。そして「低能
児には将来低能として立つに都合よきように教育す
べきであり、並の人として立つように教育すべきで
はない」として、低能児には「低能ながら其の人の
有する特殊の才能を助長すべき教育」を施し「それ
に相当する職業を早く採らせねばならぬ」と述べ、
前記、樋口と同様、低能児の教育は、目的、内容、
方法において、普通児の教育とは別の「特殊な」教
育が必要であることを強調している。そして、低能
児教育は、普通児と学校を別にし「普通児童と分離
せしむるがよ」＜、「これは低能児その為めに幸福」
であるばかりでなく、普通児のためにも非常に利益
が多い、として、「普通児童の中から異分子を除い
てーは普通児童の学習を妨害する者を去り、ーは、
担当教師の労を軽からしむることが最も必要であ
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る」と結んでいる（『誤られたる低能教育』「帝国教
育」第445号、大正8年-1919ー所収）。
ちなみに、三宅の肩書は、東京帝国大学教授、東
京府立巣鴨病院長、医学博士であり、この当時のこ
の分野における権威者であり、その発言は「特殊教
育」の実現にむけての関係者の要望が高まりつつあ
るなかで、特に注目されたものと思われる。
6.東京市の「小学教育の改造論」
19世紀末から20世紀の20年代にかけて欧米に展開
された、いわゆる「新教育運動」は日本にも波及し
明治30年代には「児童中心主義」の立場に立つ教育
論が紹介され、主張されてくる。
大正に入り、「第1次世界大戦」を経て、いわゆる
「大正デモクラシー」の潮流の中で、教育界でも、
従来の一斉授業を中心とする画ー的教育から、一人
ひとりの児童の個性を重視、能力の育成を目指す
「自由主義教育」が主張され、実践が試みられてい
く。こんな時期、大正9年東京市教育課長渋谷徳
三郎は、教育、とくにその基礎的存在である「小学
教育」について、当時の情勢をふまえ、明治の「学
制」以降の教育の流れを省みて、次のようにその
「改造」の必要性を論じている（『小学教育の改造を
論ず』「時論」第1256号、大正9年-1920-3月）。
「我小学教育の欠陥は、由来児童の個性を無視し、
従って個人の発達に注意せざると、市民の公民とし
ての教育を閑却するこの二点を以て其主要なるも
の」とする。ここで渋谷は、国家（全体）に重点が
置かれた従来の教育の在り方、制度に批判を加え、
個人や地方自治体のレベルに視点を据えた「小学教
育の改造」論を展開している。即ち「小学校の本旨
を改正して、児童の発達に留意」し「個人としての
教養」に注意すると同時に、市町村の「公民として
の生活に必要なる知識技能を授くべきことを附加す
る必要がある」とする。そして彼は、数ある改造提
言の中で、「劣等児童」のための「特別施設」の設
置をとりあげている。
これと時を同じくして東京市教育課では、学識経
験者、小学校長等7名の委員で構成される「小学校
教育改善調査会」を設置している（「時論」第1257
号、大正9年-1920-3月）。そして同年9月には「時論」
によれば東京市教育課は「小学教育改善の四大項目
として、 1、薄弱児童に対する保護事業， 1、低能児
に対するの教育， 1、優等児に対するの教育， 1、一
般児童に対するの教育に着手すべく昨今種々計画
中」であることを報じている（第1275号、大正9年ー
1920-9月）。同記事の中で、東京市教育課調査係長
の山本勘助は、いわゆる過大学級（当時60'"'-'70人）
における教育の弊害を指摘し、クラスの生徒の約4
分の1を占める低能児の救済は「一日もおろそかに
して置く訳にはゆかぬ」として、市は新学期9月中
旬から、「最初の救済的試みとして、小石川区林町
尋常小学校に於て」「劣等児童に対する特別な取扱」
を行う方針のあることを伝えている。
この時期に、同じく東京府においても低能児と吃
音児のために「特に補助学校を建設する予定」があ
り、予算上の理由から「差当り府立青山、豊島両師
範学校並に竹早町の女子師範学校に男女6学級の補
助学校を附設」し、翌年4月に開設することを決定
した旨が報じられている（『低能児と補助学校』「時
論」第1276号、大正9年-1920-9月）。同記事の中で
東京府の軽部学校衛生主事は、府下の各小学校には
市内に1500人、郡部に800名の低能児がおり、「是等
の児童が一般児童と共に同ー教室に於て教育される
と云ふ事は、他の児童にとっても、本人にとっても
自他共に不幸である」という認識で特別教育を施す
ことにしたと述べている。
第1次世界大戦終了後から大正の10年代にかけて
のこの時期、東京市及び東京府の教育当局はいずれ
も低能児教育の必要性を重要課題として認識を深め
つつ、これを制度として実現しようとする動きがあ
ったことをこれらの記事を通して知ることができ
る。なお、これらの動きは、単に東京に止まるもの
ではなかったのであろう。文部省当局も、大正10年
から部内に低能児教育に関する「根本的調査のため
の委員会を設置することを決し」たことを、「時論」
は報じている（『低能児教育委員会』第1298号大正
10年-1921-5月）。そして、また帝国教育会主催の全
国師範学校附属学校主事会で行った決議中 「戦後
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初等教育方案」の中でも、義務教育年限延長、良教
員の養成等の重要事項と並んで「盲唖児、低能児、
病弱児及不良児等の特殊教育機関の発達を図るこ
と」が揚げられており、これらのことから見る限り、
低能児の教育、救済は、国と地方の教育関係者（行
政も含めて）に共通な、重要教育課題の一つとなっ
ていたのである。
7.東京市「補助学級」を創設
このように、低能児教育に対する関心とその実現
に向けての気運が高まりつつある中で、東京市は大
正9年10月、市の教育改善事業（既述）の一つとし
て、小石川区（現文京区）林町尋常小学校と本所区
（現墨田区）大平尋常小学校に「補助学級」を設置
し劣等児教育に関する研究調査を行うこととなり、
市学務課長渋谷徳三郎、同調査係長山本勘助が主
査となり、研究調査には、東京高等師範学校楢崎
浅太郎ほか5名（文部省市技師、小学校長訓導2)
があたることとなった。
その後、東京市の教育当局は、この両校の調査成
績に基いて、大正11年度には、全市の小学校に20の
特別学級を設置することになり、他の18の学校には、
それぞれの校内の実情に応じて特別学級を編成する
こととした。以降、東京市の小学校の特別学級によ
る低能児教育は昭和の10年代まで続けられるいく。
この特別学級による低能児の教育、救済の必要性
については、例えば次のように述べられている。学
習能力の低劣な児童が「普通児童と一緒に、画ー的
な取扱を受けているのでは全く他の児童のために犠
牲となり 6ヶ年間に受ける教育効果は殆ど皆無」と
なり、又「この施設（特別学級）をなすことは、一
面普通児若しくは優等児の指導上より考察」しても
「学習を円滑に進展させ、之が効果をより大にする
意味」からも必要なことであり、そこで「各児の身
体的欠陥や精神的欠陥の程度を探求考察して、成績
不振の原因を見きはめ、然る後各児の個性なり能力
なりに適応した教育を施」すものであるとする（林
町尋常小学校「学校と家庭」 25周年記念号所収『本
校の特別学級教育』）。この説明からも知られるよう
に、小学校の「特別学級」は、生徒の能力の程度に
応じた学級編成であり、劣等児の個性や能力を適切
に伸長させるための処置であると同時に一般学級に
おける普通児や優秀児の学習効果を高めるという目
的をも併せもっていたのである。
そして、このことは「学制」この方「義務教育就
学率」の向上をもとめ続けてきた市の教育当局が、"
率”という単なる数字の上ではなく、一歩進めて、
実質的な就学＝教育の充実、保障を図ろうとする、
「教育改善」のための施策的な試みとみることがで
きよう。ちなみに、この時期に川本宇之介も、「帝
国教育」誌上、「我が国に於ける義務教育就学率は
文部省年報によれば98.73といふ数字に達している
が、何人も幾分其の実際を危んで居るのである。」
から始まる「不就学者絶滅策と其の準備」と題する
小論で、盲唖、貧困、年少労働、病弱児、白痴低能
児の就学問題を論じ、政府当局も、今後は［内容充
実の意味で新しい事業、義務教育の本旨を達成し、
社会的正義の観念を実現する意味に於て大なる仕事
があることを高調」し、準備、努力すべき諸点をあ
げている（第159号、 大正9年-1920-10月）。
いずれにしても「学制」以来ほぼ50年のいわば制
度上の空白期を経て、「低能児」の教育施設※「特
別学級」が、東京市の小学校に始めて「制度」とし
て認められ、誕生したのである。
※この学級の対象児童は、実態調査資料によれば、就
学義務免除の扱となった「白痴」児を除く低能児で、
その殆んどが、知能指数が50,.._,90の範囲のものであ
ったとされる。
加えて言えば、文部省当局はこの翌年の大正10年
「精神薄弱児童即ち低能児の…保護、教育を実行す
る事に決し」たことを「時論」は報じ、その「実行
方針」として、次の三項目を挙げている。（「文部保
護教育計画」第1300号、大正10年-1921-5月）
1、我国現今の状態にて欧米の如き完全なる施設を
全国各町村に実行するは経済上許されざれば、先ず
これを大都市に求むることとし特殊学級の編成より
始むること。
2、特別学級の編成に伴ひ同問題に興味と熱心を有
する篤志教師養成の為めには適切なる講習会を開催
明治、大正期における「知的障害」児の教育について 89 
すること。
3、特別学級其他保護機関に収容されたる児童は其
能力と性情により相当の指導を与へ或は一種の職業
教育に導き自活力の養成に努め精神薄弱者社会に及
ぽす悪影響を未然に防止する方針を執る事。
8.教育の機会均等の理念と「低能児」
の教育
大正12年の年頭に、東京市視学本田親二は、「劣
等児及び低能児の教育に就いて」と題し、次のよう
な、注目すべき考えを述べている（「時論」第1358
号、大正12年-1923-1月）。
冒頭で、本田は「貧富貴賎を問はず、教育を受＜
べき力あるものには一様にこれを受けさせる」とい
う、「学制」における教育の機会均等の「意義」は
「大正の今日に於ては、…余りにも物足りなく更に
拡張するの必要さえ認められてきた。」そこで彼は
教育の機会均等の意義を、従前の貴賎貧富などとい
ふ外的のことばかりを問題とせず、被教育者たる児
童の『個性に適応する教育を施す』という観点から
新しい解釈を展開する。「申すまでもなく、児童は
各素質及び境遇によって著しい差異を持つものであ
るから、それを漠とした考へのみで一様な課題を踏
ませようとすることは、いずれの点からみても正し
い教育法といふことは言い難い」と述べ、胃の健康
な人と弱い人に、同様に硬い食物をとらせる場合を
引例しつつ、一斉、画ー教育の不合理性を指摘する。
そして、ここに「普通教育の中に於ける」「貧困児」
「不具児、虚弱児」「不良児」「劣等児、低能児」等
の教育問題にかかわる「特殊教育」の意義をもとめ
る。そして、これらの教育問題の中で、とくにその
対応が立ち遅れている「劣等児、低能児の教育の問
題」こそ特に「一般的に留意さるべき問題」である
とする。「東京市二十有余万の小学児童の中で約4
千人以上の劣等児、低能児」が存在するにも拘わら
ず、「特別の施設はその数が極めて少」なく、これ
らの児童の多くは「普通の学級に編入されて全く消
化することの出来ない教育を受けて」おり、「これ
は実に教育の機会均等の意義に反する最も著しい遺
憾な現象」と断じている。そして、東京市における
特別学級の実践例を紹介しつつ、「こんな企てが…
全国到る処に設けられ、全般に亘る低能児及び劣等
児にまで普及されなければ、日本に於ける教育の機
会均等の意義は充分なし尽くされたとは言へない」
とし「この問題を何時までも閑却するといふことは、
全体として国家の体面にもかヽはり…また教育の機
会均等といふ見地からみても不都合な事と考へられ
るから、いづれの土地にもさうした哀れな児童のた
めに適当な施設を講ぜねばならぬ時期が来たことを
信ずる」と結んでいる。当時の学校教育の実情の中
で、児童の個性、能力に着目し、「教育の機会均等」
の意義を実質的に深め（「教育の第二の意味の機会
均等」と本田は言う）、民主主義教育の基本理念を
踏まえ、劣等児、低能児の教育の重要性を論ずるこ
の本田の小論には、その時代の社会的背景を考える
と、特に意義深いものが感じられる。この二年後
（大正14年）に、本田は、「児童の素質素養を基調と
して、是を伸展させて貰う事は児童自身の強き願で
あって、又一面国民として、国家社会にたいして要
求すべき当然の権利」であるとの認識をはっきりと
示している（『東京市補助学級研究科に就いて』「時
論」第1435号、大正14年-1925-4月）。これは、それ
から21年後に制定された日本国憲法第26条第1項に
明記された「教育を受ける権利」の「宣言」であり、
教育基本法第3条に謳われている「教育の機会均等」
の理念でもある。さらに続けて本田は言う。「此の
要求を満足させる事は真に彼等の人格の尊重を意味
し、且又彼等の生活を益々向上させる事になる。是
即ち吾人の教育的良心の当然の要求であるし、是を
国家社会より言ふと国家社会其自体が当然遂行すべ
き義務である。」と。そして「心身に或る種の欠陥
を有する児童は、今日の学校制度に於いては、彼等
の要求は容れられず、尚又日々の生活の進展も妨げ
られ空しく一日を送る状態である。されど之を此の
侭に放任する事は非教育的で、人類愛の立場より到
底忍ぶ可からざる所であ」り、「かかるが故にかか
る児童を収容して、彼等の要求及び心身の発達の状
態に適切なる境遇、施設、方法を有意的、具案的に
確立し、理想的学校生活を為さしめるのは、真に教
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育の意義に合致し、他日又国家社会の一員として価
値ある生活をなさしむる準備となるもの」であり、
それは「又同時に国家社会の永遠の幸福を暗示する
事」になるという。関東大震災の影響により、その
大部分が「一時閉鎖の止むなきに至った」市の補助
学級（促進学級）を復旧し、さらに「補助学級研究
科」を設置し、担任の教師と共に研究を続けていた
東京市視学本田親二の力強い「知的障害」教育宣
言である。ここで彼は、「補助学級」における「知
的障害」教育をすでにみたような単なる「憐憫・同
情」論や「社会・国家利益」論ないし「犯罪未然防
止」論、そして一般児童の教育に対する悪影響の
「除去」論ではなく、民主主義の「原点」ともいう
べき「基本的人権」の考えを明確に意識し、その必
要性を論じ、その意義を強調している。
そして、この劣等児、低能児の「教育宣言」の精
神こそ、それからほぽ70年を経た今日「障害児がひ
とりの人間として成長発達し、その能力、特性を最
大限に伸ばしていくために」（「国際障害者年東京都
行動計画一「完全参加と平等」の実現に向けて一東
京都昭和57年-1982-)淀みなく流れる東京都の「心
身障害教育」の大河の主要な源流であり、「現在」
を潤し、未来への流れを不断に支え続ける「知的障
害」児の教育の基本理念であることは言うまでもな
vヽ。
（付記）
本稿（ 1)発表後、用語「精神薄弱」の見直しの
検討を行っていた厚生省研究班（代表、小出進千
葉大学教授）の報告が公表された (1995.7.21)。
本稿 (2) では、同報告の主旨をふまえ、更に、同
省で検討中であることも考慮し、過去の文献の表題
及び引用文を除き、本文中の「精神薄弱」に相当す
る箇所をとりあえず「知的障害」と改めることとし
た。
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